
 

 

中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業 環境レビュー結果 

2025 年 4 月 11 日 

国際協力機構/東北センター市民参加協力課 

案件名：ベトナム国 DX を活用した地すべり災害予防ソリューションに関する

ビジネス化実証事業 

１．事業実施地 ベトナムイエンバイ省チャムタウ県 

２．対象分野 ⑨防災・災害対策等 

３．事業の背景 

ベトナムの北部・中部では地すべりにおける被害が

深刻な状況にある。ベトナム天然資源環境省によれ

ば、10,000 以上の地すべり箇所を特定し、リスク評価

や対策の優先の順位を付け、経済的負担が少なく、か

つ効果的な対策の導入が急務となっている。近年、イ

エンバイ省において多数の地すべり被害が発生して

いる。 

４．提案製品・技術の

概要 

提案製品・技術は、防災対策として「3 つのステッ

プ」のアプローチにより、地すべりリスクを軽減させ

ることが可能である。「ステップ 1 地すべり診断」：衛

星データ等を活用し、高リスクな地すべり箇所を迅速

に特定する。「ステップ 2 早期警戒システム」：警報シ

ステムから地すべりの兆候を検知し、住民に早期避難

を促すことで人命被害を防ぐ。「ステップ 3. 応急対

策」：簡易水抜き工を導入し、地すべりの進行を抑制

し、かつ低コストで即時対応が可能。尚、必要性に応

じて、各ステップを単独、または組み合わせての実施

が可能である。 

５．事業の目的 

ベトナムにおける地すべり災害のリスクを低減し、

人命被害と経済的損失を最小限に抑えることを目的

としている。地すべり診断、早期警戒システム、応急

対策を組み合わせることで、防災予算が限られた状況

下でも実施可能な安価で効果的な減災対策の提供を

目指している。また、本事業を通じて、政府機関や地

域社会との連携を更に深め、官民協力の促進および防

災ビジネスの市場拡大を図る。 

６．事業の概要・期待

される成果 

事業概要 

防災予算が乏しいベトナム国での地すべり災害の



 

 

多発に対し、提案製品・技術の導入可能性を検証する。

上述の 3 ステップの実証活動を行い、効果及び適合性

を確認するほか、現地における提供体制構築や最適な

収益構造を検討し、持続可能な事業計画を策定する。 

期待される成果 

 人命被害の削減：早期警戒システムにより住民の

避難を促し、災害による死傷者を減少。 

 経済損失の抑制：リスク評価に基づき優先的に対

策を実施し、インフラや住宅の損壊を最小限に。 

 持続可能な防災システムの確立：DX 技術を活用

した防災対策の導入により、ベトナム政府や地方

自治体の防災能力向上を支援。 

 住民の防災意識向上：警戒システムの導入を通じ

て、住民の防災意識が向上し、自主的な避難行動

が促進される。 

７．環境社会配慮 

①カテゴリ分類：B 

②カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境

社会配慮ガイドライン」（2022 年 1 月公布）に掲げる

影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けや

すい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は重

大でないと判断されるため。 

③環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報

告書は、同国国内法上作成が義務付けられていない。

施工箇所周辺民家や関係者に対し、工事前の施工計画

説明し承認を得てから実施する。 

④汚染対策：工事中は水質、騒音等について、同国国

内基準を満たすよう沈殿マスの設置及び作業時間の

制限等の対策がとられる予定である。 

⑤自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受

けやすい地域またはその周辺に該当せず、自然環境へ

の望ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑥社会環境面：本事業では、用地取得および住民移転

を伴わない。被影響住民から事業に係る特段の反対意

見は出ていない。ステークホルダー協議の結果、社会

的合意を確認している。 

⑦その他・モニタリング：工事施工中は、利用してい



 

 

る沢水等への濁りや水量変化に関する確認・記録を行

う。これら状況について、所管官庁（チャムタウ県、

イエンバイ省）への報告を行う（毎日の施工後または

異常時）。 

 

 

 


